
中城村人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第４条の規定により、令和２年度の中城村人事行政の運営等の状況を公表します。

１．職員の任免及び職員数に関する状況

部局の区分

村　長　：　村長を任命権者とする村長の事務部局

議　会　：　村議会議長を任命権者とする議会の事務部局

選　管　：　選挙管理委員会委員長を任命権者とする選挙管理委員会の事務局

教　委　：　教育委員会を任命権者とする教育委員会の事務局及び教育機関

農　委　：　農業委員会会長を任命権者とする農業委員会の事務部局

(1)職員の採用状況

令和２年度（令和２年４月１日～令和３年３月31日） （単位：人）

※派遣指導主事の異動は含まない。

(2)職員の退職の状況

令和２年度（令和２年４月１日～令和３年３月31日） （単位：人）

※派遣指導主事の異動は含まない。

(3)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

・人事配置見直し等

・こども課設置に伴う職員増

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含 む。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

＜参考＞

[   141   ］ [   141   ］ 　人口１万人当たり職員数　57.90人

公営企業等会計部門計 12 12 0

総 合 計
124 126 2

交 通 0 0 0

そ の 他 5 5 0

水 道 5 5 0

下 水 道 2 2 0

普 通 会 計 計 112 114 2

公
営
企
業
等
会
計

部
門

病 院 0 0 0

教 育 26 27 1

消 防 0 0 0

一般行政部門計 86 87 1

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数　39.38人

　（類似団体の人口１万人当たり職員数　65.10人）

15 3

小 計 31 34 3

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数　24.35人

　（類似団体の人口１万人当たり職員数　51.08人）

福
祉
関

係

民 生 19 19 0

衛 生 12

土 木 11 8 △ 3

小 計 55 53 △ 2

農 林 水 産 6 6 0

商 工 2 4 2

税 務 9 11 2

労 働 0 0 0

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

議 会 2 2 0

総 務 ・ 企 画 25 22 △ 3

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1 0 0 1

0 0 0 0

1 0 2

定　年

勧　奨

普　通

0 2

0 0

平成31年 令和2年

部　局

採用者数

部　局 村　長 議　会 選　管

その他

内
　
訳

0 7

教　委 農　委 合　計

区　分 職 員 数 対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
部　門

教　委 農　委 合　計

0 0 1

中城村人事行政の運営等の状況の公表

村　長
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(4)年齢別職員構成の状況（令和２年４月１日現在）

　

(5)職員の推移

（単位：人・％、各年４月１日現在）

（

（

（

（

（

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

(6)定員管理計画の数値目標及び進捗状況

①令和２年４月１日～令和３年４月１日における定員管理計画の数値目標

人 人 人 ％

（参考）令和２年４月１日現在における定員管理の数値目標

126 14 12.5 ％）

純減率

12 0 0.0 ％）

総 合 計 112 118 119 121 124

114 14 14.0 ％）

公営企業等会計計 12 12 12 12 12

27 6 28.6 ％）

普 通 会 計 計 100 106 107 109 112

87 8 10.1 ％）

教 育 21 22 22 24 26

平成31年 令和2年 過去５年間の増減数（率）
部門別

一 般 行 政 79 84 85 85 86

11 6 9 0 126

年　度
平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

人 人 人

0 7 6 25 27 11 8

人 人 人 人 人 人

51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳

129 3 2.38

終　期

令 和 2 年 4 月 1 日 令 和 6 年 3 月 31 日 職員数126人

令和2年4月1日 令和3年4月1日 純減数

始　期

職員数 職員数

126

16

計画期間
数値目標

43歳 47歳

32歳 36歳
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②定員管理計画の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （単位：人・％、各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、令和２年度～令和６年度の５年間である。

      ２　職員数は、特別会計部門、公営企業職員及び派遣職員を含む一般職に属する職員数である。

２．職員の競争試験及び選考の状況

(1)令和元年度職員採用候補者試験の実施状況

①職員採用候補者試験の日程

②職員採用候補者試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者等の状況

３．職員の人事評価の状況

４．職員の給与の状況

(1)人件費の状況（普通会計決算）

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、平成31年４月１日現在の人数である。

      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

申込者数

申込受付期間

第一次試験実施日

第一次試験合格発表

第二次試験実施日

第二次試験合格発表

令和2年8月3日から令和2年8月19日まで

令和2年9月20日

令和5年 令和6年 （参考）

5年目 R6数値目標

年　度 令和2年

4年目

％

13.7 15.1

令和2年10月14日

令和2年11月7日、21日

令和2年12月9日

受検者数 一次合格者

増減率

二次合格者

5 5 3 1

評 価 対 象 者 原則、全職員（ただし、特別職及び非常勤職員等を除く。）

試験告示日 令和2年8月3日

区　　分 内　　容

評 価 期 間 毎年４月１日から翌年３月31日まで

評 価 基 準 日 毎年１月１日

（参考）

職員数 126

増　減

令和3年 令和4年

区　分 1年目 2年目 3年目

12

29 633

134

―

人件費率

―

評 価 項 目 業績評価（業務目標の達成度）、能力評価（職務遂行過程における能力の発揮状況）

12 3 0

平成30年度の人件費率

評 価 方 法 業績及び能力について実績を数値化し評価する。

区　　分
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費

％

21,762 9,153,104 186,993 1,251,814

令和2年1月1日 　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

　　計　　Ｂ

令和元年度
人　 千円 千円 千円

千円

区　　分
職員数 給　　与　　費 （参考）一人当たり （参考）類似団体平均

Ａ 給　料 職員手当 期末・勤勉手当

5,325

給与費 Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

令和元年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

5,792113 389,332 60,561 151,805 601,698

合　　　計

調理員

3

2 2 2 1

1 0 0 0

職　　種

行政職（初級）

行政職（中級）

行政職（上級）

行政職（ひとり親応援）

53 48 14 5
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(3)ラスパイレス指数の状況

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用

　　　　　いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

(4)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円

円 円

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては

　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

―

206,600 1.5

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

349,056 322,712

沖縄県 41.4 311,000 374,244 341,287

中城村 39.3 304,484

408,868

類似団体 41.3 305,121 369,228 339,083

Ａ／Ｂ
（Ａ） （国比較ベース） （Ｂ）

区　　分

公　務　員 民　　間 参　　考

平均年齢 職員数

うち学校給食員 42.0

中城村 301,983

平均年齢
平均給与月額

平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

の類似職種

― ―

国 43.2 327,564 ―

―42.0 5 270,383 301,983

4 282,800 314,920 314,920 調理士 44.2

沖縄県 55.6 205 348,200 388,203 370,537 ― ― ― ―

国 50.9 2,319 287,283 ― 328,862 ― ― ― ―

類似団体 21.3 8 295,559 323,271 313,681 ― ― ― ―

区　　分

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

公務員 民　間
Ｃ／Ｄ

（Ｃ） （Ｄ）

中城村 4,459,781 ― ―

うち学校給食員 4,470,625 2,767,000 1.6

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成28～30年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

H29.4.1

101.1

H29.4.1

97.1 H29.4.1

96.4

H30.4.1

98.9
H30.4.1

97.4 H30.4.1

96.4

H31.4.1

99.0

H31.4.1

97.3 H31.4.1

96.3

R2.4.1

99.0

R2.4.1

97.3 R2.4.1

96.3

90

95

100

105

中城村 類似団体平均 全国町村平均
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　　　　③教育職（幼稚園教諭）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手

　　　　　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査で明らかにされているものである。

　　　　　また、「平均給与額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）

　　　　　で算出している。

(5)職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(6)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）数値のない欄については、「―（ハイフン）」とし、個人情報保護の観点から、対象となる職員が３人以下の場合は、当

　　　該箇所を「*（アスタリスク）」としている。

(7)一般行政職の級別職員数の状況（令和２年４月１日現在）

（注）１　中城村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

393,000

６　級 課長、室長、事務局長又は主幹の職務
人 ％ 円 円

13 16.0 319,200 410,200

381,000

５　級 課長補佐、室長補佐又は副主幹の職務
人 ％ 円 円

0 0.0 289,700

４　級

１　係長、所長及び教頭の職務 人 ％ 円 円

２　困難な業務を行う主査、技査、主任保育士、主任教諭、
　　主任保健師、主任管理栄養士、主任臨床心理士の職務

33 40.7 264,200

３　級
主査、技査、主任保育士、主任教諭、主任保健師、主任管理
栄養士、主任臨床心理士の職務

人 ％ 円 円

10 12.3 231,500 350,000

２　級
高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事、技師、保
育士、教諭、保健師、管理栄養士、臨床心理士の職務

人 ％ 円 円

14 17.3 195,500 304,200

１　級
定型的な業務を行う主事、技師、保育士、教諭、保健師、管
理栄養士、臨床心理士の職務

人 ％ 円 円

11 13.6 146,100 247,600

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の 最高号給の

給料月額 給料月額

（幼稚園教諭） 高　校　卒 ― ― ― ―

― ― ― ―

教　育　職 大　学　卒 ― * ― ―

381,667

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

中城村 32.4 253,175 270,850

沖縄県 43.3 359,200 403,006

類似団体 39.5 283,912 314,328

区　　　　　分 中城村 沖縄県 国

一般行政職
大　学　卒 182,200 182,200 182,200

高　校　卒 150,600 150,600 150,600

技能労務職
高　校　卒 147,900 147,900 ―

中　学　卒 139,900 139,900 ―

教　育　職 大　学　卒 182,200 ― ―

（幼稚園教諭） 短　大　卒 163,100 ― ―

区　　　　分 経験年数10年以上15年未満 経験年数20年以上25年未満 経験年数25年以上30年未満 経験年数30年以上35年未満

386,825 *

高　校　卒 249,275 * *

* ― ― ―

中　学　卒

一般行政職
大　学　卒 278,700 363,500

技能労務職
高　校　卒
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(8)期末手当・勤勉手当

千円 千円

（令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合） （令和元年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(9)退職手当（令和２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

　定年前早期退職特例措置　（２～20％加算） 　定年前早期退職特例措置　（２～45％加算）

（退職時特別昇給　定年　なし　勧奨　なし　）

千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額である。

１人当たり平均支給額 4,704 千円 19,803

39.7575 47.70900 39.7575 47.70900

47.7090 47.70900 47.7090 47.70900

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

中　城　村 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

　管理職加算　10％ 　管理職加算　10～25％

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　役職加算　５～20％ 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

　役職加算　５～10％ 　管理職加算　10％ 　役職加算　５～20％

1.45 0.90 1.45 0.90 1.45 0.90

―
1,332 1,511

2.60 1.85 2.60 1.80 2.60 1.80

中　城　村 沖　縄　県 国

１人当たり平均支給額（令和元年度） １人当たり平均支給額（令和元年度）

１級 13.6% １級 11.3%

１級 27.6%

２級 17.3% ２級 26.3%

２級 10.5%

３級 12.3% ３級 6.3% ３級 9.2%

４級 41.7% ４級 41.3% ４級 34.2%

５級 0.0% ５級 0.0%
５級 2.6%

６級 16.0% ６級 15.0% ６級 15.8.%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(10)特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）

千円

円

％

種類

(11)時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和元年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総

　　　　職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職

　　　　員を含む。

(12)その他の手当（令和２年４月１日現在）

円

円

円

円

39,650

管理職手当
課長又はそれに相当する職の職員
１人につき月12,000円（定額）
※指導主事は県に準じて支給

異なる
定　額

12,000円/月
2,353 千円 181,015

通勤手当

通勤距離が片道２km以上の者
交通機関利用者　実費（支給限度
額55,000円）
自動車等通勤者　２㎞以上2,000円
～60㎞以上24,500円

同じ ― 3,846 千円

279,151

住居手当
［借家・借間］
支給限度額　27,000円

同じ ― 13,715 千円 291,800

扶養手当

①配偶者6,500円
②子10,000円（16歳から22歳の子
１人につき5,000円加算）
③その他の扶養親族（父母等）
6,500円

同じ ― 16,191 千円

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（令和元年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 96

国の制度
との異動

国の制度と
異なる内容

支給実績
（令和元年度決算）

支給実績（令和元年度決算） 11,878

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 118

支給実績（平成30年度決算） 9,180

野犬掃討手当 野犬の掃討に従事した職員 野犬掃討業務 12 千円 日額1,000円

感染症予防手当
感染症患者若しくは感染症の
疑いのある患者の救護又は予
防に従事した職員

感染症患者若しくは感染症の
疑いのある患者の救護等の業
務

0 千円 日額1,800円

１人につき1,800円

非常災害時手当
非常災害時（暴風雨波浪警報
発令中を含む。）において勤
務を命ぜられた職員

巡回・災害処理等の業務 991 千円 １時間1,000円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（令和元年度決算）
左記職員に対する

支給単価

行路死亡人取扱手当 行路死亡人を埋葬した職員
行路死亡人を埋葬する業
務

0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 12,696

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 46.77

手当の種類（手当数） 4

支給実績（令和元年度決算） 1,003
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(13)特別職の報酬等の状況（令和２年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

665,900円×在職月数×500／100 任期毎

539,400円×在職月数×300／100 任期毎

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）     

　　　　　勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

５．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間の状況（令和２年４月１日現在）

(2)年次休暇の状況（令和２年４月１日～令和３年３月31日）

備考　１　村長部局に在籍している職員で、中途の採用、退職、育児休業、分限休職、派遣職員は除く。

　　　２　「総付与日数」は、１月１日現在において全期間在職した職員に付与された日数（前年度からの繰越分を含む）の合

　　　　　計である。

　　　３　「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計である。

　　　４　１年について20日の年次休暇が付与される（その年に使用しなかった日数は翌年度に繰り越すことができる。）

13,318千円

副 村 長 6,473千円

備　　　　考

期
末
手
当

加算措置10％

議 長 　　（令和元年度支給割合）

議 員 加算措置10％

退
職
手
当

村 長

副 議 長 3.35

―

議 員 226,000

報

酬

議 長

400,000

村 長 　　（令和元年度支給割合）

副 村 長 3.35

174,000

―

287,400 499,000 252,000

―

副 議 長 244,600 430,000 202,000

―

副 村 長 539,400 760,000 384,000

―

区 分 給　　料　　月　　額　　等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

村 長 665,900 920,000 517,800

3,312日 1,036日 82人 12.6日

38時間45分 午前８時30分 午後５時15分
午後零時から
午後１時まで

土曜日・日曜日

総付与日数 総使用日数 職員数 一人当たり平均使用日数

勤務時間の割振り１週間の
勤務時間 始　業 終　業 休憩時間 週休日
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６．職員の分限処分及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況（令和２年度） （単位：件）

備考　１　職員のうち、地方公務員法及び中城村職員の分限に関する条例に基づき分限処分された者の状況であり、

　　　　　当該年度において同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合は、重複して計上している。

　　　２　２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。

　　　３　休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。

(2)懲戒処分の状況（令和２年度） （単位：件）

備考　１　職員のうち、地方公務員法に基づき懲戒処分に付された者の状況であり、当該年度において同一の者が

　　　　　複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、その数を重複して計上している。

　　　２　２以上の処分事由により懲戒処分に付された場合は、主たる処分事由に計上している。

７．職員の退職管理の状況

(1)退職者の再就職の状況（令和2年度退職者） （単位：人）

８．職員の服務の状況

(1)営利企業等の従事許可の状況（令和2年度）

備考　地方公務員法第38条の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。

当該団体
再就職しない者

その他の団体
不明な者

3 1 0 1 2

退職者数 再就職者数

0

区　　分 申請件数 許可件数

営利企業等の従事許可申請 49件 49件

0 0

合　　　　　計 0 0 1 0 1 0

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 地公法第29条第1項第3号 0 0 0 0

1地公法第29条第1項第1号 0 0 1 0

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 地公法第29条第1項第2号 0 0 0 0 0 0

法令に違反した場合 0

0

処　分　の　種　類

戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等

処　分　事　由

0

地方公務員法第28条第4項により失職した者

合　　計 0 0 9 0 9

中城村職員の分限に関する条例第5条により失職しなかった者

0

0

0

中城村職員の分限に関する条例第2条による場合 地公法第27条第2項 0 0

刑事事件に関し起訴された場合 地公法第28条第2項第2号 0 0

0

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場
合

地公法第28条第1項第4号 0 0 0

職に必要な適格性を欠く場合 地公法第28条第1項第3号 0 0

0

心身の故障の場合
地公法第28条第1項第2号
　　　　　　第2条第1項 0 0 9 9

降格 合計 失職

処　分　事　由

人事評価又は勤務の状況を示す事実に照らして、勤務実績が
良くない場合

地公法第28条第1項第1号 0 0

処　分　の　種　類

降任 免職 休職
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９．職員の研修の状況

(1)研修の状況（令和2年度）※総務課対応分

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オンライン研修を受講するなど必要最小限で実施しました。

10．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)職員の健康診断の状況（令和2年度） （単位：人・％）

(2)福利厚生制度の状況

①福利厚生事業

②互助会会員数（令和２年４月１日現在）

(3)公務災害補償の状況（令和2年度）

①公務災害

②通勤災害

2名 1回 半年

人　数 回　数 期　間

120名 1回 3か月

3回 ― 9名

2回 ― 120名

0名

5名 ― 129名

受診者 受診率

事業団体 福祉事業内容

合　　　　　計 125名

内　容

定期健康診断 70／126

0

受理件数

0

公務上

0

人間ドック等

55.5%

16／126 12.6%

沖縄県市町村職員共済組合

公立学校共済組合

保険事業、貯金事業、貸付事業

保険事業、貸付事業

前年度末現在
未処理件数

取り下げ件数

0

年度末
未処理件数

0

認定件数

沖縄県市町村職員互助会 給付事業、貸付事業、公益事業

事業団体

沖縄県市町村職員互助会

会員数

126人

0

前年度末現在
未処理件数

受理件数
認定件数

取り下げ件数
年度末

未処理件数公務上 公務外

小　　　計 122名

研　　修　　名

0 0 0 0 0

公務外

0

120名

修了者数

公務員倫理とコンプライアンス

ゆがふう塾

1日 9名

小　　　計 3名

オンライン研修

一般研修
3名 3回管理職による新採用研修
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